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１　総合（製造・卸売・小売・サービス・建設）

〔四半期別業況DI〕

【グラフ１】

11
26.4-6
（今期） -28 -11 -24 -7 13 -11 -17 6

26.7-9
（来季）

-16 8
26.1-3 -10 -16 -20 6 21 -4 -15

-19 -23 4
25.10-12 -14 -11 -25 -5 14 -8
25.7-9 -30 -15 -26 -25 -2

-27 4
24.10-12 -28 -15 -32 -41 -8 -23

卸売業 小売業 サービス業 建設業
24.7-9 -19 -30 -30 -25 -15

-26 3

・区業況ＤＩは、－１１（前期比－７ポイント）、６期連続上昇から下降に転じる。
・区業種別業況ＤＩは、卸売業を除きすべて下降
・都業況ＤＩは-１７（前期比-２ポイント）、３期振り下降に転じた。
・経営上の問題点では「人手不足」が減少し「材料価格の上昇」が上位となった。

〔業況〕
　今期の区業況総合ＤＩは、－１１（前期比-７ポイント）となり、６期連続の上昇から下降に転じた。業種別
業況ＤＩでは、卸売業を除く業種で下降となった。（【グラフ１】参照）。都業況ＤＩは、－１７（前期比－２ポイ
ント）、１２期連続で区業況ＤＩが都業況ＤＩを上回っている。(【グラフ２】参照）。
〔事業者アンケート〕
　経営上の問題点は、「人手不足」が減少し「材料価格の上昇」が上位項目に再度加わった。当面の重
点経営施策の上位５項目には、特筆すべき変化はみられない。
　設備投資動向の「実施した・予定あり」は１６．１％（前期比+０．４ポイント）となり５期連続で回答比率が
増加している。

区業種別業況
区(総合) 都(総合) （区－都）

製造業

2
25.4-6 -30 -20 -22 -28 -6 -21 -22 1
25.1-3 -22 -29 -30 -21 -9 -22 -24

-28 -11 -24 -7 13 -11 -14 3

年月
-23

-50.0

-40.0

-30.0

-20.0

-10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

年月

区内業種別業況ＤＩ

【平成２４年７‐９月期 ～ 平成２６年４‐６月期】
製造業

卸売業

小売業

サービス業

建設業

（今期）

1



【グラフ２】

〔経営上の問題点〕 単位：％

〔重点経営施策〕 単位：％

〔設備投資動向〕 単位：％

実 施 し な い ・ 予 定 な し 85.6 84.4 84.3 83.9
実 施 し た ・ 予 定 あ り 14.4 15.6 15.7 16.1

品揃えの改善・充実 10.8

平成２５年度 平成２６年度
第２四半期 第３四半期 第４四半期 第１四半期

５位 人材を確保する 11.2 品揃えの改善・充実 10.5 情報力を強化する

４位 品揃えの改善・充実 11.6 情報力を強化する 12.0 品揃えの改善・充実 13.9 情報力を強化する 11.3
12.0

販路を広げる 44.6
３位 情報力を強化する 12.6 人材を確保する 18.0 人材を確保する 14.9 人材を確保する

50.1 経費を節減する 51.4
２位 販路を広げる 45.8 販路を広げる 46.9 販路を広げる 44.8
１位 経費を節減する 48.5 経費を節減する 47.2 経費を節減する

16.7

13.9 材料価格の上昇
14.5

41.0

平成２６年度
第２四半期 第３四半期 第４四半期 第１四半期

５位 材料価格の上昇 12.4 材料価格の上昇 12.1 人手不足

21.0
４位 大手との競争の激化 15.1 大手との競争の激化 15.2 大手との競争の激化 14.4 大手との競争の激化

利幅の縮小25.5 利幅の縮小 20.5 利幅の縮小 21.3

平成２５年度

平成２６年度
第２四半期 第３四半期 第４四半期 第１四半期

同業者間の競争の激化 35.2
38.9 売上の停滞・減少 39.2

２位 売上の停滞・減少 40.1 同業者間の競争の激化 同業者間の競争の激化 38.4
１位 同業者間の競争の激化 41.3 売上の停滞・減少 売上の停滞・減少

平成２５年度

３位 利幅の縮小

-23.0 -23.0 -22.0 -21.0 
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業況ＤＩの推移比較（国・都・練馬区）

【平成２４年７‐９月期 ～ 平成２６年４‐６月期】

日銀短観（全産業）

全国中小企業

都総合

区総合

（今期）
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　２　製造業

〔製造業（業況・売上額・収益・販売価格・原材料価格）ＤＩ〕

【グラフ３】
29 31 29 29

-10 -4 -7 1
原 材 料 価 格 3 9 16 25 28

-20 -15 -20 -9
販 売 価 格 -12 -14 -4 -5 -11

-16 -10 -18 -10
収 益 -26 -24 -17 -23 -24

-14 -10 -28 -27
売 上 額 -13 -18 -13 -20 -26

26.4-6 26.7-9
(今期） （予想）

業 況 -19 -28 -22 -30 -30

・区業況ＤＩは-２８（前期比-１８ポイント）
・すべてのＤＩ（売上額、収益、販売価格および原材料価格）が下降
・当面の重点経営施策で「人材を確保する」の割合が減少

〔業況〕
　今期の業況ＤＩは、－２８（前期比－１８ポイント）となり、平成２４年第２四半期以降最大の下降幅となっ
た。前期上昇したすべてのＤＩ（売上額・収益・販売価格および原材料価格）が、一転下降となった。（【グ
ラフ３】参照)。業種中分類別では、出版等ＤＩが－３４（前期比＋５ポイント）で上昇した以外、すべて下降
した。（【グラフ４】参照)。
　都業況は、－１７（前期比増減なし）であった。
〔事業者アンケート〕
　経営上の問題点では、「売上の停滞・減少」が１位を継続した。当面の重点経営施策では、「販路を広
げる」が１位を継続しつつ７５．０％（前期比＋４．１ポイント）と高水準となっている。設備投資動向の「実
施した・予定あり」は、１２．０％（前期比－１．９ポイント）となり横ばいから下降に転じた。

24.7-9 24.10-12 25.1-3 25.4-6 25.7-9 25.10-12 26.1-3
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製造業（業況・売上額・収益・販売価格・原材料価格）DI

【平成２４年７‐９月期 ～ 平成２６年４‐６月期】

業況

売上額

収益

販売価格

原材料価格

（今期） （予想）
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〔製造業（業種中分類別（繊維工業等・出版等・一般機械等）および全区・全都）業況DI〕

【グラフ４】

〔経営上の問題点〕 単位：％

〔重点経営施策〕 単位：％

〔設備投資動向〕 単位：％

実 施 し な い ・ 予 定 な し 83.7 86.1 86.1 88.0
実 施 し た ・ 予 定 あ り 16.3 13.9 13.9 12.0

平成２５年度 平成２６年度
第２四半期 第３四半期 第４四半期 第１四半期

５位 提携先を見つける 10.0 人材を確保する 新製品・新技術の開発・導入

13.2
４位 情報力を強化する 15.0 新製品・新技術の開発・導入 情報力を強化する 人材を確保する

11.8

経費を節減する 56.6
３位 新製品・新技術の開発・導入 17.5 情報力を強化する 人材を確保する 新製品・新技術の開発・導入

70.9 販路を広げる 75.0
２位 経費を節減する 55.0 経費を節減する 52.5 経費を節減する 53.2
１位 販路を広げる 70.0 販路を広げる 70.0 販路を広げる

15.2
12.5

12.7
情報力を強化する

平成２５年度 平成２６年度
第２四半期 第３四半期 第４四半期 第１四半期

18.4
５位 大手との競争の激化 15.0 大手との競争の激化 16.3 大手との競争の激化 17.7 大手との競争の激化 11.8

材料価格の上昇 22.4
４位 材料価格の上昇 25.0 材料価格の上昇 21.3 材料価格の上昇 20.3 利幅の縮小

36.7 同業者間の競争の激化 31.6
３位 利幅の縮小 31.3 利幅の縮小 26.3 利幅の縮小 26.6
２位 同業者間の競争の激化 36.3 同業者間の競争の激化 37.5 同業者間の競争の激化

第１四半期
１位 売上の停滞・減少 50.0 売上の停滞・減少 45.0 売上の停滞・減少 50.6 売上の停滞・減少 55.3

-18 -17 -17 -15

平成２５年度 平成２６年度
第２四半期 第３四半期 第４四半期

-8 -6 -28 -10
全 都 製 造 業 -26 -27 -24 -22 -25

-30 -39 -34 -36
一 般 機 械 等 -10 -19 -5 -46 -39

-34 -34 -44 -34
出 版 等 -44 -14 -20 -42 -57

-14 -10 -28 -27
繊 維 工 業 等 -31 -83 -42 -49 -31
全 区 製 造 業 -19 -28 -22 -30 -30

25.10-12 26.1-3
26.4-6 26.7-9
(今期） （予想）

24.7-9 24.10-12 25.1-3 25.4-6 25.7-9
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製造業（業種中分類別および全区・全都）業況DI

【平成２４年７‐９月期 ～ 平成２６年４‐６月期】

全区製造業

繊維工業、衣

服、その他繊維

製品

出版、印刷、製

版、製本業

一般、金型、電

気、輸送、精密

機械

全都製造業

（今期） （予想）
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　３　卸売業

〔卸売業(業況・売上額・収益・販売価格・仕入価格）ＤＩ〕

【グラフ５】

19 19 17 10
-2 -3 2 5

仕 入 価 格 2 9 0 18 12

-15 -16 -12 -17
販 売 価 格 -10 -7 -14 -7 -3

-10 -10 -9 -19
収 益 -24 -20 -33 -20 -19

-11 -16 -11 -16
売 上 額 -14 -11 -31 -17 -15

26.4-6 26.7-9
(今期） （予想）

業 況 -30 -15 -29 -20 -15

・区業況ＤＩは、－１１（前期比＋５ポイント）
・仕入価格を除くＤＩ（売上額・収益・販売価格）が上昇
・都業況ＤＩは、－１８（前期比－５ポイント）
・設備投資動向は、「実施した・予定あり」の割合が上昇から下降に転じた

〔業況〕
　今期の業況ＤＩは、－１１（前期比+５ポイント）となり前期の下降分を回復した。仕入価格を除く売上額・
収益および販売価格のＤＩが上昇した。(【グラフ５】参照)。業種中分類別では、食料品卸ＤＩが－２９（前
期比－２ポイント）で３期連続の下降となったが、下降幅は大きく縮小した。
　都業況ＤＩは、－１８（前期比－５ポイント）で下降に転じた。(【グラフ６】参照)。
〔事業者アンケート〕
　経営上の問題点に顕著な変動はなかった。当面の重点経営施策の上位項目は、４期続けて構成に変
動がなかったが、今期「人材と確保する」が減少し「特になし」が５位に入った。設備投資動向では、２５年
度第２四半期から「実施した・予定あり」とする回答増加が継続してきたが、今期１３．２％（前期比－１．１
ポイント）となり減少に転じた。

24.7-9 24.10-12 25.1-3 25.4-6 25.7-9 25.10-12 26.1-3
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【平成２４年７‐９月期 ～ 平成２６年４‐６月期】

業況

売上額

収益

販売価格

仕入価格

（今期） （予想）
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〔卸売業（業種中分類別（食料品卸）および全区・全都）業況DI〕

【グラフ６】

〔経営上の問題点〕 単位：％

〔重点経営施策〕 単位：％

〔設備投資動向〕 単位：％

実 施 し た ・ 予 定 あ り 12.2 13.3 14.3 13.3

第２四半期 第３四半期 第４四半期 第１四半期
実 施 し な い ・ 予 定 な し 87.8 86.7 85.7 86.7

8.4 特になし

平成２５年度 平成２６年度

５位 人材を確保する 9.0 人材を確保する 10.0 人材を確保する 11.0

22.0
４位 品揃えの改善・充実 18.0 品揃えの改善・充実 15.0 品揃えの改善・充実 18.1 品揃えの改善・充実 13.4

経費を節減する 47.6
３位 情報力を強化する 20.2 情報力を強化する 22.5 情報力を強化する 21.7 情報力を強化する

62.7 販路を広げる 68.3
２位 経費を節減する 48.3 経費を節減する 46.3 経費を節減する 44.6
１位 販路を広げる 65.2 販路を広げる 73.8 販路を広げる

平成２５年度 平成２６年度
第２四半期 第３四半期 第４四半期 第１四半期

13.4
５位 仕入先からの値上げ要請 13.5 取引先の減少 仕入先からの値上げ要請 小口注文・多頻度配送の増加

利幅の縮小 31.7
４位 取引先の減少 19.1 仕入先からの値上げ要請 取引先の減少 13.3 仕入先からの値上げ要請

12.5
10.8

小口注文・多頻度配送の増加

11.0

37.3 同業者間の競争の激化 34.1
３位 利幅の縮小 27.0 利幅の縮小 25.0 利幅の縮小 27.7
２位 同業者間の競争の激化 40.4 売上の停滞・減少 42.5 同業者間の競争の激化

第１四半期
１位 売上の停滞・減少 44.9 同業者間の競争の激化 47.5 売上の停滞・減少 43.4 売上の停滞・減少 46.3

-16 -13 -18 -13

平成２５年度 平成２６年度
第２四半期 第３四半期 第４四半期

-13 -27 -29 -23
全 都 卸 売 業 -24 -24 -24 -22 -23

-11 -16 -11 -16
食 料 品 卸 -35 -18 -26 -34 -6
全 区 卸 売 業 -30 -15 -29 -20 -15

25.10-12 26.1-3
26.4-6 26.7-9
(今期） （予想）

24.7-9 24.10-12 25.1-3 25.4-6 25.7-9

-30 

-15 

-29 

-20 

-15 

-11 

-16 

-11 

-16 

-40

-35

-30

-25

-20

-15

-10

-5

0

年月
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【平成２４年７‐９月期 ～ 平成２６年４‐６月期】

全区卸売業

食料品卸

全都卸売業

（今期） （予想）
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　４　小売業

〔小売業（業況・売上額・収益・販売価格・仕入価格）DI〕

【グラフ７】

13 21 20
2 5 3

仕 入 価 格 -2 -3 4 8 12 20

-13 -21 -13
販 売 価 格 -10 -14 -9 -3 -5 0

-8 -13 -10
収 益 -27 -32 -21 -13 -22 -22

-20 -24 -20
売 上 額 -26 -28 -23 -15 -22 -18

26.7-9
(今期） （予想）

業 況 -30 -32 -30 -22 -26 -25

〔業況〕
　区小売業業況ＤＩは、－２４（前期比－４ポイント）となり、３期ぶりに下降した。売上額と収益ＤＩは下降
し、販売価格と仕入価格ＤＩは上昇した。(【グラフ７】参照)。
　業種中分類別は飲食店ＤＩが大幅に上昇したが、一方で家具・家電等ＤＩが大幅に下降した。家具・家
電等の下降幅は、前期、前々期の上昇分に相当し、消費税増税前駆け込み需要の反動と考えられる。
（【グラフ８】参照)。
〔事業者アンケート〕
　経営上の問題点では、「大手との競争の激化」が４０．２％（前期比＋１２．２ポイント）と増加し１位となっ
た。重点経営施策では、上位５項目として継続していた「商店街事業を活性化させる」が減少し、替わっ
て「特になし」が５位となった。設備投資動向の「実施した・予定あり」は、３期連続で増加し１７．５％とな
り、前年同期を３．２ポイント上回った。

24.7-9 24.10-12 25.1-3 25.4-6 25.7-9 25.10-12 26.1-3
26.4-6

・区業況ＤＩは、－２４（前期比－４ポイント）
・売上額、収益のＤＩが下降、販売価格、仕入価格のＤＩは上昇
・都業況ＤＩは、－３１（前期比－１ポイント）
・業種別中分類の飲食店ＤＩが大幅上昇、家具・家電ＤＩが大幅下降
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【平成２４年７‐９月期 ～ 平成２６年４‐６月期】

業況

売上額

収益

販売価格

仕入価格

（今期） （予想）
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〔小売業（業種中分類別（衣服等・飲食料品・飲食店・家具家電等）および全区・全都）業況DI〕

【グラフ８】

〔経営上の問題点〕 単位：％

〔重点経営施策〕 単位：％

〔設備投資動向〕 単位：％

実 施 し な い ・ 予 定 な し 92.8 90.5 87.2 82.5
実 施 し た ・ 予 定 あ り 7.2 9.5 12.8 17.5

特になし 14.6

平成２５年度 平成２６年度
第２四半期 第３四半期 第４四半期 第１四半期

５位 商店街事業を活性化させる 16.3 商店街事業を活性化させる 16.3 商店街事業を活性化させる

25.6
４位 宣伝・広報を強化する 20.9 宣伝・広報を強化する 29.1 売れ筋商品を取り扱う 売れ筋商品を取り扱う 24.4

品揃えの改善・充実 35.4
３位 売れ筋商品を取り扱う 32.6 売れ筋商品を取り扱う 31.4 宣伝・広報を強化する 25.6 宣伝・広報を強化する

54.9 経費を節減する 48.8
２位 品揃えの改善・充実 36.0 品揃えの改善・充実 33.7 品揃えの改善・充実 45.1
１位 経費を節減する 45.3 経費を節減する 41.9 経費を節減する

18.3 商店街の集客力の低下 18.3

平成２５年度 平成２６年度
第２四半期 第３四半期 第４四半期 第１四半期

５位 利幅の縮小 14.0 商店街の集客力の低下 14.0 商店街の集客力の低下

32.9
４位 商店街の集客力の低下 16.3 利幅の縮小 16.3 利幅の縮小 19.5 利幅の縮小 20.7
３位 大手との競争の激化 同業者間の競争の激化 36.0 大手との競争の激化 同業者間の競争の激化

40.2
２位 同業者間の競争の激化 大手との競争の激化 38.4 同業者間の競争の激化 売上の停滞・減少 36.6

第４四半期 第１四半期
１位 売上の停滞・減少 45.3 売上の停滞・減少 43.0 売上の停滞・減少 41.5 大手との競争の激化

37.2 35.4

-35 -30 -30 -31 -29

平成２５年度 平成２６年度
第２四半期 第３四半期

-39 -19 -3 -39 -41
全 都 小 売 業 -40 -38 -36 -33

-29 -19 -41 -24 8
家 具 家 電 等 -34 -42 -39 -37

-20 -28 -18 -21 -17
飲 食 店 -29 -25 -12 1

-29 -24 -33 -30 -22
飲 食 料 品 -33 -37 -24 -18

-26 -25 -20 -24 -20
衣 服 等 -40 -48 -44 -38

26.1-3
26.4-6 26.7-9
(今期） （予想）

全 区 小 売 業 -30 -32 -30 -22

24.7-9 24.10-12 25.1-3 25.4-6 25.7-9 25.10-12

33.7 28.0

22.0
15.9
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全区小売業

衣服等

飲食料品

飲食店

家具・家電等

全都小売業

（今期） （予想）
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　５　サービス業

〔サービス業（業況・売上額・収益・料金価格・材料価格）DI〕

【グラフ９】

28 28 30 25
-7 3 8 10

材 料 価 格 0 19 24 14 23

-13 -14 -9 -4
料 金 価 格 -14 -16 -6 -4 -11

-7 -1 -10 4
収 益 -27 -30 -18 -20 -24

-5 6 -7 0
売 上 額 -28 -24 -12 -9 -15

26.4-6 26.7-9
(今期） （予想）

業 況 -25 -41 -21 -28 -25

・区業況ＤＩは、－７（前期比－１３ポイント）。
・売上額を除くＤＩ（収益・料金価格および材料価格）が上昇。
・都業況ＤＩは、－１７（前期比－４ポイント）。
・〔経営上の問題点〕では「材料価格の上昇」が増加。

〔業況〕
　区サービス業業況ＤＩは、－７（前期比－１３ポイント）となり、前期までの３期連続の上昇から下降に転じ
た。すべてのＤＩ（売上額・収益・料金価格および材料価格）においても３期連続で上昇の局面にあった
が、今期の売上額ＤＩは－１０（前期比－９ポイント）と下降に転じた。(【グラフ９】参照)
　都業況ＤＩは、－１７（前期比－４ポイント）であった。（【グラフ１０】参照。）
〔事業者アンケート〕
　経営上の問題点では「材料価格の上昇」が１７．８％（前期比＋７．２ポイント）と大幅に増加した。
　設備投資動向は、「実施した・予定あり」が１８．２％（前期比＋４．２ポイント）と増加し、前年同期の１５．
４％を上回った。

24.7-9 24.10-12 25.1-3 25.4-6 25.7-9 25.10-12 26.1-3
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【平成２４年７‐９月期 ～ 平成２６年４‐６月期】

業況

売上額

収益

料金価格

材料価格

（今期） （予想）
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〔サービス業（全区・全都）業況DI〕

【グラフ１０】

〔経営上の問題点〕 単位：％

〔重点経営施策〕 単位：％

〔設備投資動向〕 単位：％

実 施 し な い ・ 予 定 な し 83.0 78.0 86.0 81.8
実 施 し た ・ 予 定 あ り 17.0 22.0 14.0 18.2

平成２５年度 平成２６年度
第２四半期 第３四半期 第４四半期 第１四半期

５位 特になし 人材を確保する 提携先を見つける 人材を確保する

20.0
４位 技術力を強化する 宣伝・広報を強化する 特になし 宣伝・広報を強化する 17.8

16.1
17.6 17.0
11.8 8.5 15.6

販路を広げる 37.8
３位 宣伝・広報を強化する 32.1 特になし 19.6 宣伝・広報を強化する 27.7 特になし

55.3 経費を節減する 55.6
２位 販路を広げる 42.9 販路を広げる 43.1 販路を広げる 48.9
１位 経費を節減する 44.6 経費を節減する 47.1 経費を節減する

取引先の減少

平成２５年度 平成２６年度
第２四半期 第３四半期 第４四半期 第１四半期

人手不足 利幅の縮小 材料価格の上昇 人件費の増加

材料価格の上昇
４位 材料価格の上昇 17.9 材料価格の上昇 利幅の縮小 利幅の縮小
５位

11.1

38.3 売上の停滞・減少 37.8
３位 利幅の縮小 28.6 人手不足 17.6 人手不足
２位 売上の停滞・減少 44.6 売上の停滞・減少 41.2 売上の停滞・減少

第１四半期
１位 同業者間の競争の激化 57.1 同業者間の競争の激化 49.0 同業者間の競争の激化 46.8 同業者間の競争の激化 48.9

17.8

-14 -13 -17 -13

平成２５年度 平成２６年度
第２四半期 第３四半期 第４四半期

-5 6 -7 0
全区サービス業 -26 -24 -21 -18 -20
全区サービス業 -25 -41 -21 -28 -25

25.10-12 26.1-3
26.4-6 26.7-9
(今期） （予想）

24.7-9 24.10-12 25.1-3 25.4-6 25.7-9

10.6
13.7

7.1
11.8

商品・サービスの値下げ要請 商圏人口の減少
商圏人口の減少
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　６　建設業

〔建設業（業況・売上額・収益・請負価格・材料価格）DI〕

【グラフ１１】

39 46 41 36
8 11 7 6

材 料 価 格 9 16 29 24 26

10 19 4 -1
請 負 価 格 -12 -10 -9 -7 -5

28 25 17 12
収 益 -11 -5 -12 -3 -2

14 21 13 11
売 上 額 -5 7 5 10 7

26.4-6 26.7-9
(今期） （予想）

業 況 -15 -8 -9 -6 -2

・区業況ＤＩは、１３（前期比－８ポイント）となった。
・すべてのＤＩ（売上額・収益・請負価格および材料価格）が下降した。
・都業況ＤＩは、７（前期比－２ポイント）となった。
・経営上の問題点に「人手不足」を回答する割合が前期比－５．８ポイントとなった。

〔業況〕
　今期の建設業業況ＤＩは、１３（前期比－８ポイント）と下降に転じた。また、すべてのＤＩ（売上額・収益・
請負価格および材料価格）が下降した。(【グラフ１１】参照)。都建設業業況ＤＩは、７（前期比－２ポイント）
で区と同様、今期下降に転じた。都区ＤＩの比較では、引き続き区ＤＩが都ＤＩを上回っている。(【グラフ１
２】参照)。
〔事業者アンケート〕
　経営上の問題点の回答上位５項目は、「下請けの確保難」に代わり「利幅の縮小」が５位となった。当面
の重点経営施策の回答上位および構成比は大きな変動はなかった。
〔設備投資動向〕
　「実施した・予定あり」は、おおむね前３期と同水準で推移している。

24.7-9 24.10-12 25.1-3 25.4-6 25.7-9 25.10-12 26.1-3
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【平成２４年７‐９月期 ～ 平成２６年４‐６月期】

業況

売上額

収益

請負価格

材料価格

（今期） （予想）
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〔建設業（全区・全都）業況DI〕

【グラフ１２】

〔経営上の問題点〕 単位：％

〔重点経営施策〕 単位：％

〔設備投資動向〕 単位：％

実 施 し な い ・ 予 定 な し 80.6 78.7 76.9 79.3
実 施 し た ・ 予 定 あ り 19.4 21.3 23.1 20.7

15.5 技術力を強化する 16.1

平成２５年度 平成２６年度
第２四半期 第３四半期 第４四半期 第１四半期

５位 技術力を強化する 20.4 技術力を強化する 技術力を強化する

４位 情報力を強化する 22.6 情報力を強化する 情報力を強化する 20.2 情報力を強化する

販路を広げる 41.4
３位 人材を確保する 26.9 人材を確保する 43.0 人材を確保する 39.3 人材を確保する

20.4

39.1
17.2

45.2 経費を節減する 50.6
２位 経費を節減する 48.4 経費を節減する 48.4 販路を広げる 44.0
１位 販路を広げる 50.5 販路を広げる 49.5 経費を節減する

平成２５年度 平成２６年度
第２四半期 第３四半期 第４四半期 第１四半期

21.8
５位 売上の停滞・減少 利幅の縮小 売上の停滞・減少 21.4 利幅の縮小 18.4

人手不足 29.9
４位 材料価格の上昇 21.5 材料価格の上昇 24.7 下請の確保難 22.6 売上の停滞・減少

19.4 20.4
大手との競争の激化 下請の確保難

35.7 材料価格の上昇 33.3
３位 人手不足 22.6 人手不足 29.0 材料価格の上昇 33.3
２位 利幅の縮小 28.0 売上の停滞・減少 34.4 人手不足

第１四半期
１位 同業者間の競争の激化 40.9 同業者間の競争の激化 38.7 同業者間の競争の激化 39.3 同業者間の競争の激化 34.5

4 9 7 7

平成２５年度 平成２６年度
第２四半期 第３四半期 第４四半期

14 21 13 11
全 都 建 設 業 -15 -13 -10 -8 -5
全 区 建 設 業 -15 -8 -9 -6 -2

25.10-12 26.1-3
26.4-6 26.7-9
(今期） （予想）

24.7-9 24.10-12 25.1-3 25.4-6 25.7-9
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平成26年４月～６月期 中小企業景況調査　特別調査結果（練馬区分）

【問1-1】

【問1-2】

「中小企業のＩＴ（情報技術）活用について」

サポート終了後、調査時点でのＷｉｎｄｏｗｓＸＰの業務使用状況

問1-1で「使用していない」と回答した事業者のその理由

※詳細データは巻末に一括して掲載した。

66.8% 60.0% 64.2% 63.0%
84.4%

72.9%
56.0%

15.3%
14.7%

19.8%
11.1%

11.1%
15.3%

24.0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

サポート終了後のＷｉｎｄｏｗｓＸＰ使用状況

不明

まだ使用している

使用していない

61.5% 57.8%
69.2%

51.0% 44.7%

75.8%
64.3%

22.1% 24.4%
19.2%

21.6% 26.3%

17.7% 35.7%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

既にＷｉｎｄｏｗｓＸＰを使用していない理由

PCを非導入

XP非導入だった

対応完了済み



【問1-3】

【問2-1】

【問2-2】

問1-3で「まだ使用している」と回答した事業者のその理由

事業上、インターネット（スマートフォン、タブレット含む）を活用しているか

問2-1で活用していると回答した事業者の具体的な活用用途（複数回答、３つまで）

69.9% 68.8% 72.1%
57.9% 55.0%

80.3% 83.0%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

全業種 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業

インターネットを事業に活用している事業所の割合

32.8%

18.8%

17.1%

14.2%

6.4%

4.9%

2.9%

1.2%

1.7%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

販売・受注・見積等

調達・仕入れ等

ネットバンキング等

自社ウェブサイト管理等

市場調査・マーケティング

顧客へプレゼン等

電子債権（でんさいネット等）

メルマガ発行等

その他

インターネットの事業への活用用途

66.7%

10.0%

10.0%

6.7%

5.0% 1.7%

まだWindowsＸＰを使用する理由

買替予定あり

ネット接続しない

システムがXP非対応

買替資金不足

その他

サポート終了認識なし



【問3-1】

【問3-2】　問3-1で「利用している」と回答した事業者が実際に利用するＳＮＳサービスの種類

事業上の情報発信、収集へのＳＮＳ(ソーシャルネットワークサービス）の利用状況

7.3% 7.0% 6.3% 7.1%

10.3%

6.7%
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15.0%

全業種 サービス業 卸売業 建設業 小売業 製造業 不動産業

ＳＮＳを事業に利用する事業者の割合

57.1%
17.9%

17.9%

7.1%

利用しているＳＮＳの種類（全業種）

Facebook

Twitter

LINE

その他



【問3-3】 問3-1で「利用していない」と回答した事業者の今後のＳＮＳ利用意向

【問4-1】 これまでのＩＴ投資を実施した経験の有無

60.5% 65.0%
54.7% 57.7%
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61.4%
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今後も利用しない
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これまでにＩＴ投資を実施した事業所の割合



【問4-2】

【問4-3】 今後のＩＴ投資の意向

問4-1で「ＩＴ投資を実施したことがある」と回答した事業者のＩＴ投資の費用対効果満足度

5.7% 3.3% 6.7% 8.7% 10.5% 4.7% 0.0%

60.1% 70.0% 60.0% 52.2%

68.4%
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46.2%
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23.3% 39.1%
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ＩＴ投資している事業所の費用対効果満足度
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【問5】 ＩＴ化を推進する上での問題点・課題（複数回答３つまで）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全業種

製造業

卸売業

小売業

サービス業

建設業

不動産業

ＩＴ化推進上の課題

セキュリティー対策 費用対効果の把握が困難

活用するための知識不足 運用できる社員不足

経営層が必要性を感じていない 障害時の対応

導入・運用コスト 技術・機器の陳腐化が早い

その他 特にない



平成26年４月～６月期 中小企業景況調査　特別調査結果（練馬区分）

■設問1-1　サポート終了後のWindowsＸＰの使用状況

事業者数 全業種 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業

使用していない 262 45 52 51 38 62 14

まだ使用している 60 11 16 9 5 13 6

不明 70 19 13 21 2 10 5

総計 392 75 81 81 45 85 25

構成比 全業種 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業

使用していない 66.8% 60.0% 64.2% 63.0% 84.4% 72.9% 56.0%

まだ使用している 15.3% 14.7% 19.8% 11.1% 11.1% 15.3% 24.0%

不明 17.9% 25.3% 16.0% 25.9% 4.4% 11.8% 20.0%

総計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

■設問1-2　ＸＰを使用していない場合、その理由

事業者数 全業種 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業

対応完了済み 161 26 36 26 17 47 9

XP非導入だった 58 11 10 11 10 11 5

PCを非導入 43 8 6 14 11 4 0

総計 262 45 52 51 38 62 14

構成比 全業種 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業

対応完了済み 61.5% 57.8% 69.2% 51.0% 44.7% 75.8% 64.3%

XP非導入だった 22.1% 24.4% 19.2% 21.6% 26.3% 17.7% 35.7%

PCを非導入 16.4% 17.8% 11.5% 27.5% 28.9% 6.5% 0.0%

総計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

■設問1-3　ＸＰ使用中の場合、その理由（全業種）

行ラベル 構成比 事業者数

買替予定あり 66.7% 40

ネット接続しない 10.0% 6

システムがXP非対応 10.0% 6

買替資金不足 6.7% 4

その他 5.0% 3

サポート終了認識なし 1.7% 1

総計 100.0% 60

■設問2-1　事業へのインターネット活用状況

事業所数 全業種 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業

活用している 409 77 88 62 33 110 39

活用していない 176 35 34 45 27 27 8

総計 585 112 122 107 60 137 47

構成比 全業種 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業

活用している 69.9% 68.8% 72.1% 57.9% 55.0% 80.3% 83.0%

活用していない 30.1% 31.3% 27.9% 42.1% 45.0% 19.7% 17.0%

総計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%



■設問2-2　インターネットを活用している事業・業務の内容（３つまで回答可）

業務の内容 全業種 構成比

販売・受注・見積等 134 32.8%

調達・仕入れ等 77 18.8%

ネットバンキング等 70 17.1%

自社ウェブサイト管理等 58 14.2%

市場調査・マーケティング 26 6.4%

顧客へプレゼン等 20 4.9%

電子債権（でんさいネット等）12 2.9%

メルマガ発行等 5 1.2%

その他 7 1.7%

総計 409 100.0%

■設問3-1　SNSサービスの利用状況

事業所数 全業種 サービス業 卸売業 建設業 小売業 製造業 不動産業

利用していない 357 40 75 78 70 70 24

利用している 28 3 5 6 8 5 1

総計 385 43 80 84 78 75 25

構成比 全業種 サービス業 卸売業 建設業 小売業 製造業 不動産業

利用していない 92.7% 93.0% 93.8% 92.9% 89.7% 93.3% 96.0%

利用している 7.3% 7.0% 6.3% 7.1% 10.3% 6.7% 4.0%

総計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

■設問3-2　利用しているSNSの種類

サービス名 構成比 回答数

Facebook 57.1% 16

Twitter 17.9% 5

LINE 17.9% 5

その他 7.1% 2

総計 100.0% 28



■設問3-3　利用していない事業者の今後のＳＮＳ利用意向

事業所数 全業種 サービス業 卸売業 建設業 小売業 製造業 不動産業

今後も利用しない 216 26 41 45 49 43 12

わからない 106 11 23 30 15 22 5

利用を検討したい 26 2 7 3 5 5 4

利用を止めた 5 1 1 0 0 0 3

利用を予定している 4 0 3 0 1 0 0

総計 357 40 75 78 70 70 24

構成比 全業種 サービス業 卸売業 建設業 小売業 製造業 不動産業

今後も利用しない 60.5% 65.0% 54.7% 57.7% 70.0% 61.4% 50.0%

利用を止めた 1.4% 2.5% 1.3% 0.0% 0.0% 0.0% 12.5%

利用を検討したい 7.3% 5.0% 9.3% 3.8% 7.1% 7.1% 16.7%

利用を予定している 1.1% 0.0% 4.0% 0.0% 1.4% 0.0% 0.0%

わからない 29.7% 27.5% 30.7% 38.5% 21.4% 31.4% 20.8%

総計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

■設問4-1　IT投資の有無

回答数 全業種 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業

IT投資している 158 30 30 23 19 43 13

IT投資していない 215 42 45 53 23 41 11

総計 373 72 75 76 42 84 24

構成比 全業種 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業

IT投資している 42.4% 41.7% 40.0% 30.3% 45.2% 51.2% 54.2%

IT投資していない 57.6% 58.3% 60.0% 69.7% 54.8% 48.8% 45.8%

総計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

■設問4-2　IT投資実施事業者における費用対効果への満足度

回答数 全業種 サービス業 卸売業 建設業 小売業 製造業 不動産業

大いに満足 9 2 2 2 2 1 0

やや満足 95 13 18 25 12 21 6

あまり満足でない 46 4 7 14 9 6 6

満足していない 8 0 3 2 0 2 1

総計 158 19 30 43 23 30 13

構成比 全業種 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業

大いに満足 5.7% 3.3% 6.7% 8.7% 10.5% 4.7% 0.0%

やや満足 60.1% 70.0% 60.0% 52.2% 68.4% 58.1% 46.2%

あまり満足でない 29.1% 20.0% 23.3% 39.1% 21.1% 32.6% 46.2%

満足していない 5.1% 6.7% 10.0% 0.0% 0.0% 4.7% 7.7%

総計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

■設問4-3　今後のIT投資意向

回答数 全業種 サービス業 卸売業 建設業 小売業 製造業 不動産業

拡充を予定 27 3 8 6 2 5 3

現状維持を予定 123 26 19 16 14 36 12

縮小を予定 4 1 2 1 0 0 0

投資をしない 217 42 48 52 23 42 10

総計 371 72 77 75 39 83 25

構成比 全業種 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業

拡充を予定 7.3% 4.2% 10.4% 8.0% 5.1% 6.0% 12.0%

現状維持を予定 33.2% 36.1% 24.7% 21.3% 35.9% 43.4% 48.0%

縮小を予定 1.1% 1.4% 2.6% 1.3% 0.0% 0.0% 0.0%

投資をしない 58.5% 58.3% 62.3% 69.3% 59.0% 50.6% 40.0%

総計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%



■設問5　ＩＴ化推進上の課題（３つまで複数回答可能）

回答数 全業種 サービス業 卸売業 建設業 小売業 製造業 不動産業

セキュリティー対策 109 21 23 17 13 30 5

費用対効果の把握が困難 69 18 12 12 7 14 6

活用するための知識不足 64 13 12 7 7 16 9

運用できる社員不足 64 15 13 7 2 18 9

経営層が必要性を感じていない59 17 14 10 5 9 4

障害時の対応 47 6 10 11 3 15 2

導入・運用コスト 44 10 13 5 3 10 3

技術・機器の陳腐化が早い 33 5 7 6 1 10 4

その他 8 2 2 2 0 1 1

特にない 110 14 23 33 17 19 4

総計 607 121 129 110 58 142 47

構成比 全業種 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業

セキュリティー対策 18.0% 17.4% 17.8% 15.5% 22.4% 21.1% 10.6%

費用対効果の把握が困難 11.4% 14.9% 9.3% 10.9% 12.1% 9.9% 12.8%

活用するための知識不足 10.5% 10.7% 9.3% 6.4% 12.1% 11.3% 19.1%

運用できる社員不足 10.5% 12.4% 10.1% 6.4% 3.4% 12.7% 19.1%

経営層が必要性を感じていない9.7% 14.0% 10.9% 9.1% 8.6% 6.3% 8.5%

障害時の対応 7.7% 5.0% 7.8% 10.0% 5.2% 10.6% 4.3%

導入・運用コスト 7.2% 8.3% 10.1% 4.5% 5.2% 7.0% 6.4%

技術・機器の陳腐化が早い 5.4% 4.1% 5.4% 5.5% 1.7% 7.0% 8.5%

その他 1.3% 1.7% 1.6% 1.8% 0.0% 0.7% 2.1%

特にない 18.1% 11.6% 17.8% 30.0% 29.3% 13.4% 8.5%

総計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%



１．調査時期
　平成２６年４～６月期を対象に、平成２６年６月上旬に実施

２．調査機関

３．調査方法

４．調査の対象と回収状況

５．未集計事業所数

※その他は、郵送調査での未回答事業所数を計上している。

※DIとは・・・
　　DIｆｆｕｓｉｏｎ Ｉｎｄｅｘ（ディフュージョン・インデックス）の略で、増加（「上昇」「楽」など）
　したと答えた企業の割合から、減少（「下降」「苦しい」など）したと答えた企業の割合
　を差し引いた数値のこと。不変部分を除いて、増加したとする企業と減少したとする
　企業のどちらの力が強いかを比べ、時系列的に傾向をみようとするものです。

0 1 0 79 81
0 0 0 26 26

合　計 1 0 0 0

0 1 0 17 19
建設業 0 0 0 0

0 0 0 18 18
サービス業 1 0 0 0

0 0 0 8 8
小売業 0 0 0 0

0 0 0 10 10
卸売業 0 0 0 0

調査拒否 取引解消 休　業 その他 合　計

製造業 0 0 0 0

合 計 453 372

倒産・廃業 事業転換 移　転 不在が続く

82.1%

サ ー ビ ス 業 64 45
建 設 業 113 87

卸 売 業 90 82
小 売 業 100 82

　調査方法は、信用金庫営業店から企業に出向いて聴取、ただし、平成２４年度第３四半期調査から１
つの信用金庫が郵送調査に変更している。

調査対象事業所数 有効回答事業所数

製 造 業 86 76
有効回答率

88.4%
91.1%
82.0%
70.3%
77.0%

　一般社団法人東京都信用金庫協会

調 査 概 要




